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既に見たとおり、戦後の国際秩序と共に、自由貿易体制も大きく
揺らいでいる。通商国家として発展してきた日本は、相次ぐ新規
CPTPP 加入申請にどのように臨み、通商秩序の再構築に向けてど
のように取り組むべきか。

TPPの戦略的意義の再確認

はじめに、日本の戦略の前提となる TPP の戦略的意義をあらた
めて確認する。

2013年3月15日にTPP交渉参加を表明した際、安倍首相（当時）は、
「TPP の意義は、我が国への経済効果だけにとどまりません。日本
が同盟国である米国とともに、新しい経済圏をつくります。そして、
自由、民主主義、基本的人権、法の支配といった普遍的価値を共有
する国々が加わります。こうした国々と共に、アジア太平洋地域に
おける新たなルールをつくり上げていくことは、日本の国益となる
だけではなくて、必ずや世界に繁栄をもたらすものと確信をしてお
ります1。」と述べた（下線筆者）。また、同年12月17日に国家安全
保障会議及び閣議で決定された「国家安全保障戦略」は、我が国の
国家安全保障の目標の前提となる国益を定義する中で、「自由貿易
体制を強化し、安定性及び透明性が高く、見通しがつきやすい国際
環境の実現が不可欠」とすると共に、「自由、民主主義、基本的人
権の尊重、法の支配といった普遍的価値やルールに基づく国際秩序
を維持・擁護すること。」としている（下線筆者）。普遍的価値は、
まさに日本の対外戦略の根幹にある。

一方、世界には、これらの普遍的価値の尊重にコミットしている
国々の他に、政治体制が民主主義的ではなくとも、法の支配、ルー
ルに基づく国際秩序の恩恵を享受しており、これを支持し、これを
脅かす動きに対し、状況によっては協調して対抗する取り組みに参
加する国々がある。政治的価値を含む普遍的価値に基づく国際秩序
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を守り育てるには、ルールに基づく国際秩序が盤石であることが前
提となる。ルールに基づく国際秩序を守るためには、普遍的価値を
共有する国々が結束しつつ、歴史的経緯や様々な制約があり様子見
の姿勢をとることがある国々の理解と協力をいかに取り付けていく
かが課題となる。

TPP には二つの戦略的意義がある。一つは、WTO 交渉の停滞に
直面した日本が TPP に見出した通商戦略上の意義で、いったん
WTO の外にレベルの高い通商協定を実現し、そこに適合できる、
いわば志を同じくする国・地域のみを受け入れることで、通商版の
有志連合が時代の変化に応じてルールをアップデートしていく体制
を構築することだった。TPP は “a living agreement”（生きた協定）
として構想されており、新しいルールに向けて各国が国内改革に向
けた刺激を与え合い、参加していない国・地域には参加の誘因をも
たらすことによって、世界の通商交渉のモメンタムを取り戻すこと
が期待された。ルールのアップデートを駆動するのは、通商交渉と
国内改革を車の両輪として活性化する仕掛けである。この仕掛けが
動き続ける前提は、「そこに適合できる同志のみ」を受け入れるこ
とである。TPPにおいてWTOの過ちを繰り返すわけにはいかない。

TPPには、もう一つ、通商協定にとどまらない戦略的意義がある。
参加することではじめて得られる高いレベルの市場アクセスが新規
参加の誘因となり、「TPP が各国の経済改革の目標となり法の支配
が及ぶ範囲が拡大し、基本的価値を共有する国々の経済のきずなが
深まりその輪が広がることで、地域の安定に資する2」ことである。
参加メンバーが高いレベルのルールを実施することで、経済活動の
基礎となる法的安定性、予見可能性が高まり、経済が発展し、人々
の暮らしが豊かになるにつれて、人々の内発的な動機によって、結
果として普遍的価値を共有する国・地域の輪が広がっていくことが
期待される。しかし、ここでの有志連合の編成原理は、普遍的価値
ではなく、法の支配である。日本が目指す通商秩序は、この TPP
の戦略的意義が発揮されるものでなければならない。

この前提を踏まえ、日本のとるべき戦略の要素とその実施を支え
る国内政策の課題を整理した。
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重層的な通商秩序の構築

米中対立の深まりを受けて、ロシアのウクライナ侵略以前から既
に、民主主義諸国は、自由主義的でない国を自由主義的秩序に包摂
することで変革するという幻想を捨て、全世界を包摂する秩序では
なく、米ソ冷戦中のような、価値を共有する国家の集まりによる自
由主義的秩序の強化に専念すべきであるとの論調が見られていた3。
しかし、通商秩序は、民主主義対権威主義といった単純なブロック
化では機能しない。通商秩序は次のような重層構造で考え、レイヤ
ーごとの参加基準を厳格に守ることで、法の支配を広げる仲間を増
やすことを最優先すべきである。

まず、WTO は、ほぼ全世界をカバーし、後述するとおり、FTA
や EPA が実体規律、執行メカニズムの両面で事実上依拠する通商
秩序の基層である。特にその紛争処理機能、ルール形成機能をでき
るだけ早期に回復、強化する努力が欠かせない。

次に、CPTPPのような高いレベルの通商協定のレイヤーは、普遍的
価値を共有する国々が中核となって牽引すべきものであるが、民主主
義といった政治的価値を共有しなくとも、ルールに基づく国際秩序を
維持する意思を共有する国々と共に発展させていくべきものであろう。

世界経済は、コロナ禍からの回復の不確実性、ウクライナ戦争の
長期化などにより先行き不透明感を強めている。また、コストより
リスクを重視する観点からのサプライチェーンの再構築や労働力不
足に加え、資源・エネルギー価格上昇など、企業活動に対する負担
が高まっている。このような中で、レベルの高い通商協定のネット
ワークの拡大が、企業の取引コストを低下させ、新たな市場開拓を
促進し、経済の回復に貢献することが期待される。日本としては、
CPTPP をはじめ、志を同じくする国・地域との連携を積極的に進
めるべきである。
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この高いレベルのレイヤーの拡大は、①志を同じくする国・地域
が CPTPP に新たに加入するのみならず、②二国間・少数国間で志
の高いFTA・EPAを締結している国・地域のネットワークが広がる、
③CPTPPとEUのような既存の枠組同士がと可能な分野で連携・協
力するなど、様々な道筋を想定し、柔軟に機動的に進めることが効
果的であろう。

新たに発足したIPEFは、「デジタルやサプライチェーン、脱炭素
など 21 世紀型の課題に対し、ルール作りと人材協力、インフラ支
援をセットで講じていこうとする意欲的な取組4」であり、市場ア
クセスを含まないが、ルールについては CPTPP と同様に高いレベ
ルのレイヤーに位置付けられるものであろう。IPEF の充実に日米
が連携して取り組むことは、加速する変化に対応し機動的にアップ
デートする仕組みを含め、世界の通商ルール改定のモメンタムを高
める契機となることが期待される。

その上に、民主主義的価値観を共有していなければ成り立たない
ルールがあり得る。例えば、デジタル化が生活のあらゆる側面に及
ぶようになり、各国が重視する価値の問題との関わりが生じるルー
ルについては、共通化はより困難になる。それは、さらに限定され
た有志連合のレイヤーでルールを作り、守り育てていくべきもので
あろう。

このように異なる性格のルールを併存させ、各国・地域が、それ
ぞれの制約の中で、自らの選択によって段階的に、より高いレベル
のルールの枠組に参加するインセンティブが働くような重層構造の
秩序を形成することにより、安定の維持と、ルールをアップデート
し続ける契機を両立できるのではないか。
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英国の加入申請への 
CPTPP締約国の対応

CPTPP に最初に加入を申請したのは英国だった。英国は、2020
年 2月1日にEUを離脱し、そのちょうど 1年後の2021年2月1日に
CPTPP への加入を申請した。CPTPP 締約 11 カ国は、同年 6 月 2 日
に閣僚級会合である TPP 委員会を開催し、英国の加入手続の開始
及び加入作業部会の設置を決定した5。

CPTPP加入申請への対応については、英国への対応が先例となる。
2021 年 6 月の CPTPP 締約国の閣僚共同声明には、高いレベルのル
ールを遵守する意思と能力とこれを裏付ける実績があり、既に合意
されたルールで歩みを止めるのではなく、共に新しいルールを作る
仲間としてふさわしい国・地域を厳選するという考え方が明確に示
されている。そこには、既に述べた TPP の戦略的意義やその根底
にある理念が確かに継承されている。

6 月の閣僚共同声明は、まず、加入を希望する全ての国・地域に
求められることとして、
「加入希望エコノミーが、CPTPP 加入手続で定められたベンチマ

ークに従って、協定を全面的に受入れ、また、協定の既存の全ての
ルールを遵守すること及び最も高い水準の市場アクセスの約束を提
供することに対するコミットメントを証明する重要性を強調した。」

（下線は筆者、以下同じ。）と述べている。協定を全面的に受け入れ
る、だけではなく、それを遵守することに対するコミットメントの
証(英語の"demonstrate"を日本政府は「証明」と和訳)を求めている。

その上で、閣僚共同声明は、英国について以下のように述べている。
「加入手続きの開始の決定に際し、CPTPP のハイスタンダードな

ルールを前進させる必要性を念頭に置き、ハイスタンダードな国際
貿易・投資ルールについての英国の経験、ルールに基づく貿易シス
テムにおいて、透明性、予測可能性並びに信頼性を推進するという
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明確なコミットメント、並びに、CPTPP の高い水準を満たす意図
及び能力についての英国の確約を考慮した。」
「CPTPP は、関税及びその他の物品・サービス貿易及び投資に対

する障壁の撤廃を通じて、最も高い水準の包括的な市場アクセスを
達成することを目指している。我々は英国を、この努力に誠実に貢
献する潜在力のあるパートナーとみている。

加えて、我々は、英国の潜在的な参加が、CPTPP 参加国によっ
て共有されている、相互利益、共通の価値、そしてルールに基づく
貿易システムを擁護することに対するコミットメントを支持するで
あろうことにも留意する。また、それは、市場志向の原理を推進し、
保護主義及び不当な貿易制限措置の使用に対抗することにも役立つ
であろう。」

英国がハイスタンダードなルールを遵守するであろう根拠として
の経験ということに加え、ハイスタンダードなルールをさらに前進
させるという CPTPP の取組みに対し英国がその経験によって貢献
することへの期待が示されている。「ルールに基づく貿易システム
において、透明性、予測可能性並びに信頼性を推進するという明確
なコミットメント」とは、他の締約国にルール違反を指摘されなけ
れば何をしても良い、という考え方であっては安心して仲間になれ
ない、ということである。例えば、国内制度が不透明で、補助金の
流れなどが追跡できなければ、ルールは絵に描いた餅となる。制度
の運用基準が曖昧で政府の裁量の余地が大きい環境では、明文の規
定に違反していなくても企業にとって予見可能性が低くビジネスの
妨げとなる。このため、個々のルール以前に、ルールが守られる土
壌を改善していくというコミットメントが評価されている。また、
CPTPP が「最も高い水準の包括的な市場アクセスを達成する」と
いう努力に対し、英国が「誠実に貢献する潜在力」を持つとして、
英国が加入した後の、新たな加入手続における英国の役割への期待
がうかがわれる。さらに、英国が、CPTPP 参加国が持つ共通の価
値やルールに基づく貿易システムを守るというコミットメントを共
有していること、国家介入ではなく市場志向の原理を推進し、保護
主義や不当な貿易制限措置の使用に対抗する仲間としてふさわしい
と期待していることが示されている。
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さらに、2021 年 9 月の閣僚声明 6 は、世界経済の不確実性や各国
の内向き志向が見られる中で、CPTPP のような革新的でハイスタ
ンダードな協定こそが世界経済の回復に重要な貢献を果たすという
CPTPP の使命感を述べている。その中で、以下のとおり、経済的
威圧に対抗する意思、そして電子商取引の先進的なルールをもつ
CPTPP としてグローバルなデジタル・ルール形成において中心的
役割を果たす意思を宣明した。CPTPP に加入するということは、
そのような使命感を共有して行動することだとして、加入を希望す
る国・地域に覚悟を求めている。

「我々は、経済的威圧に対抗するツールであることも含め、世界
貿易機関 (WTO) を中核とする、ルールに基づく多角的貿易体制を
支持し、支援するという我々の強いコミットメントを再確認する。」
「パンデミックは、デジタル化のプロセスとデジタルソリューシ

ョンの採用を加速させてきた。先進的な電子商取引のルールをもつ
CPTPP は、CPTPP 参加国を電子的手段による貿易促進のための、
安定し信頼性の高いビジネス環境の発展におけるフロントランナー
として位置付けている。我々はアジア太平洋におけるデジタル化を
促進すること、及びこの分野におけるグローバルなルール形成に貢
献することにコミットする。（中略）締約国は、電子商取引章の実
施及び運用に関する継続的な議論を促進するために、電子商取引に
関する小委員会を設置する決定に至った。この新しい小委員会は、
地域のデジタル化を推進し、また CPTPP がこの分野のグローバル
なルール形成において中心的役割を果たすための方策を、一層探求
していく。」

英国に続く 
CPTPP加入申請への対応

CPTPP への加入を申請した国・地域に対しては、加入手続を開
始するかどうかを判断するに当たって、以下のように、英国が求め
られたものと同じものを求めることとなる。
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①　CPTPP のルール全体を受け入れ、ルールに適合しない国内制
度がある場合には、適合するようにその制度を改革すること。
加入してから制度を変えるという約束では不十分である。例外
は認められない。

②　これまでに合意したルールを遵守してきた実績により、加入後
にルールを遵守し続ける意思と能力があると信頼できること。
加入した後でルールを守らない国があれば、ルールへの信頼は
失われる。国際ルールでは、WTOのように紛争解決手続が整備
され違反に対する対抗措置を取ることができたとしても、国内
とは異なり本来のルールの遵守を直接的には強制できない以上、
加入した後もルールを遵守すると信頼できるのかを実績に基づ
いて加入の前にあらかじめ評価することが極めて重要になる。

③　ルールに基づく貿易システムにおいて、透明性、予測可能性並
びに信頼性を推進するという明確なコミットメントを有するこ
とがこれまでの実績から信頼に足りること。

④　最も高い水準の市場アクセスの約束を提供すること。そして、
CPTPP が全体として最も高い水準の包括的な市場アクセスを
達成する努力に誠実に貢献するだろうと信頼できること。

⑤　市場志向の原理を推進し、保護主義、不当な貿易制限措置の使
用、経済的威圧に対抗するという志を同じくすること。

⑥　ハイスタンダードなルールをさらに前進させるという CPTPP
の取組み、特にグローバルなデジタル・ルールの形成に貢献す
る意思と能力があること。

昨年の二つの閣僚共同声明は、以上について確信が持てない場合
は加入手続を開始しないということを CPTPP 締約国の総意として
表明していると解されるが、仮に利益の供与や経済的威圧などによ
り締約国に個別に揺さぶりをかける国があったとしても、日本とし
ては、あくまで原則に従って粛々と対応するよう、締約国の結束を
促す役割を果たすことが期待される。

中国においては、第3章で見たとおり、「総体国家安全観」の下、
幅広い政策において国家安全が優先し、各分野の政策が影響を受け
ることとなる。このため、中国に対しては、上記の各点の他、特に、
CPTPP29.2条の安全保障例外の援用の意図について詳細に確認する
必要がある。
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また、中国は表面的にルールに従う形を整えても、例えば海外か
ら見えない形で補助金を支給し、それに対して他国はルール違反の
証拠を収集できないなど、エンフォースメントの前提が存在しない
ことがある。中国の貿易・投資制度や国内政策・措置における透明
性の欠如は『2021 年版不公正貿易報告書』が詳細に指摘している7。
ルール遵守、その背後にある規範となる「価値」の共有、そしてそ
れを整合性を持って体現する経済制度の実現に向けた変革を求める
必要がある。

ここで言うルールの規範となる価値とは、「法の支配（rule of law）」
であろう。CPTPP の文脈で言えば、恣意的な権力行使による「法
を用いた支配（rule by law）」ではなく、「法の支配（rule of law）」
に基づいて、ルール履行を求めることとなる8。

経済的威圧に対応する 
有志国の枠組

秩序の構築には時間がかかる中、足元で秩序を壊す動きを止める
ことが急務である。経済的手段を武器化して相手国に圧力をかける

「経済的威圧」の動き（第 1 章）に対し、日米豪印や IPEF など、同
志国が協調してサプライチェーンの強靭化などを図る動きが高まっ
ており、日本として積極的に貢献すべきである。

さらに、日本は、有志国が助け合って経済的威圧に対抗する枠組の
形成に貢献するべきである。その要素としては、例えば以下が挙げら
れている9。第1に、経済的威圧行為を共同で非難する。第2に、痛み
を分担する。例えば、共同基金、政策融資の創設などにより保険的機
能を用意する。その際、モラルハザードを防止するようプレミアムの
水準設定に留意する。第3に、共同での対抗措置（打撃機能）を備える。

欧州委員会は、2021年12月8日、域外国によるEUに対する経済
的威圧について、措置の停止を求めて働きかけ、相手国が応じない
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場合には対抗措置を発動できるようにするための規則案を発表した。
その中で「経済的威圧とは、第三国が EU または加盟国に対して貿
易や投資に影響を与える措置を適用する、またはその脅しによって、
EU または加盟国が特定の政策選択をするよう圧力をかけようとし
ている状況を指す」とされ、貿易・投資への影響に限定しているの
は欧州委員会の権限上の制約によるものと推察される。対抗措置と
しては、特恵関税適用の一時停止、輸出入制限、公共調達、サービ
ス貿易、外国直接投資、知的財産権、金融サービス、衛生植物検疫、
化学品規制における許認可、EU が資金拠出する研究プログラムへ
のアクセスなどに関わる措置から選択できるとしている10。

日本としては、同じ問題意識を持つ各国と連携し、WTO との関
係に留意しつつ、貿易戦争を回避し経済的威圧を抑止する効果的な
方策を検討すべきであろう。

CPTPPとEUの 
連携強化

岸田首相は、「ウクライナは明日の東アジアかもしれない」とい
う危機感を背景に、G7と協調して制裁など毅然とした対応を実行し、
東南アジア諸国には国際社会の結束に向けた理解と協力を呼びかけ
る一方、欧州諸国にはインド太平洋地域への関心と関与を一層強め
るよう精力的に働きかけてきた。次になすべきは、欧州諸国の関心
と関与の基礎となるインド太平洋地域との経済連携の強化である。

CPTPP が高いレベルのルールを世界に広げていく上で、普遍的
価値を共有する EU は、理想的なパートナーである。EU の前貿易
担当委員セシリア・マルムストロームは、EUはCPTPPへの加入を
追求し、米国に同様のことを求めるべきであり、米国とEUのFTAは
当面は現実的でないが、新たな貿易技術協議会で挙げられた標準、
AI、半導体などの分野における段階的な前進は可能だとだと主張し
ている11。その際、デジタル・ルールや投資協定、特に投資家対国

87

第 4 章　日本の戦略



家の紛争解決（ISDS）などをめぐる日・EU の隔たりは EPA 締結以
降も埋まっていないことに注意が必要である。特に、EU は、個人
データの保護を基本権憲章上人権として保障しているため、経済上
の連携に関する日本国と欧州連合との間の協定（日 EU・EPA）を
含め、データの自由流通に関する規律を EPA に含められていない
など、CPTPP ルールと整合しないものがあり、これらについて EU
側が制度を変更することは現実的ではない。しかし、普遍的価値を
共有する国・地域同士であれば、ルールの構造が異なっていても、
その違いを橋渡しできるはずである。CPTPPとEUは、新しい通商
秩序の構築に向けて大胆な将来像を描き、それを実現する創造的な
方策を見出すことが期待される。まずは両者の対話の枠組を作り、
可能な分野で連携・協力するところから始めるよう、日本が率先し
て取り組むべきであろう。

米国のアジアにおける 
経済的関与の維持強化に 
対する働きかけ

日本は、米国のアジア関与の維持強化に粘り強く創造的に取り組
むべきである。第 2 章でみたとおり、アジアでは 2022 年初頭に
RCEP が発効し、域内の相互依存関係は必然的に高まっていく。
TPPのようなさらに高いレベルの経済統合に参加していない国・地
域は、他の条件が一定であれば、貿易代替効果によりそのプレゼン
スが低下していく。その経済的打撃は、結局は立場の弱い人々に強
く及ぶ。「中間層のための外交」と TPP への復帰は、本来は全く矛
盾せず、むしろ相互に補強し合うものである。

全米商工会議所をはじめ財界の一部、および上院財政委員会・下
院歳入委員会の一部議員は、中国を含む RCEP が発効し、中国が
CPTPP 加入を申請したことに強い危機感を持ち、バイデン政権に
米国の TPP へ復帰するよう働きかけているが、米国の CPTPP 加入
には悲観的な見方が強い。日米首脳会談後の米国政府当局者の反 
応12は、米国内の政治的現実はTPP交渉当時とは全く変わってしま
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った、経済環境も大きく変わっており、IPEF で通商ルールをアッ
プデートすることに集中したい、というものである。

このように、米国政府の目下の関心は、IPEFにある。岸田首相は、
米国が IPEF によって「インド太平洋地域への経済的関与を再び明
確にした」ことの戦略的意義を高く評価し、IPEF が地域の「包摂
的で持続的な成長プラットフォーム」となるよう最大限貢献する旨
表明 13 している。日本としては、その際、アジア諸国にとって
IPEF の魅力を高める上で、やはり米国への市場アクセスが重要で
あることを伝え、米国の努力を働きかけ続けるべきであろう。

通商協定への米国の復帰は、決して不可能なことではない。米国
内の世論調査では、自由貿易支持者が未だ多数を占めている（第 2
章）。ウクライナを侵略したロシアに対する厳しい対抗策は、米国
において超党派の支持を得ている。中国に覇権を譲らないことにつ
いて超党派のコンセンサスがあれば、労働者と地域社会がグローバ
ル競争に勝てるための大規模な投資と国際秩序を守るための通商協
定の締結を、前後関係を厳格にせず（協定の交渉・発効には時間が
かかる）同時並行的に進めることについて、米国内の政治的合意が
実現できる道はいずれ必ず開けるであろう。

日本としては、米国内で TPP 復帰、その前提としての市場アク
セスを含む通商交渉が真剣に検討されるようになるために、腰を据
えて、できることは全てやる、そのための体制を整えるべきだ。例
えば、バイデン大統領が選挙期間中に述べた、米国が TPP に復帰
するに当たって必要とされる再交渉はどのようなものか、米国側は
具体的にどのような変更が必要と考え、それはアジア諸国ではどの
ように受け止められるのか、といった議論を、交渉上の立場に縛ら
れない民間で行うことは、復帰を現実的に考える具体的な対話の端
緒となる。

また、貿易によって影響を受けた国内産業や地域に対する支援策、
雇用調整を円滑にするための人材支援などの国内政策についての政
策対話・協調も検討課題である。岸田総理は、1 月の日米首脳会談
において、バイデン大統領に「新しい資本主義」の考え方を説明し、
両首脳は、次回首脳会合で、持続可能で包摂的な経済社会の実現の
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ための新しい政策イニシアティブについて議論を深めていくことで
一致したとされている。これは、まさに国内で立場の弱い人々が変
化への対応力を高め、経済を自由貿易と両立できる強靭な体質に変
えていくことに資するであろう。

WTOの機能の 
回復・強化

既に述べたとおり、WTO は、ほぼ全世界をカバーする国際通商
秩序の基層として、その重要性はますます高まる。これまで締結さ
れてきた FTA・EPA は、WTO プラスの規定を盛り込む一方で、そ
の文言の解釈については、基本的には WTO の紛争処理手続を通じ
て確立されてきた解釈を踏まえることが想定されている。規定の履
行の確保や違反への対応についても、WTO違反でもありFTA・EPA
違反でもある場合は、主に WTO の紛争処理手続が使われると想定
されていたことから、FTA・EPAの紛争処理手続は簡素な規定にと
どまっていることが多い。このように、WTO は、ルールの内容に
おいても執行メカニズムにおいてもFTA・EPAが依拠するものとな
っており、その弱体化（第 1 章）は、その上に立脚する FTA・EPA
などの通商協定に支障をもたらしかねない。このため、WTO の機
能の回復・強化が必要である。

まず、紛争処理機能の回復については、日本としては、特に米国
に働きかけ、引き続き上級委員会改革に積極的にコミットするべき
であるが、現実には短期間で解決に至ることは難しい。そこで、そ
れまでの間、EU が中心となって設立・運用する多国間代替上訴手
続（MPIA）合意に参加することで、暫定的であっても、国際貿易
体制に法の支配を取り戻すよう対応すべきである。EU、ブラジルは、
悪意の空上訴（第1章）を行い紛争解決の途を閉ざす加盟国に対し
て対抗措置を発動することで、MPIA その他の代替上訴手続の機能
を確保している。日本としても、同様の対応を検討する必要がある。
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WTO のルール形成機能については、国際経済環境の変化に合わ
せた新ルールの策定に向け日本は、積極的な役割を果たすべきであ
る。まず、WTO のデジタル・ルールについては、日本が共同議長
国を務めている JSI のデジタル貿易交渉で、関係各国と共同の上、
引き続き早期の合意に向けて努力すべきである。また、三極貿易大
臣会合、オタワ・グループなどの有志国会合における議論を通じて
生まれるアイデアを WTO で具現化することに引き続き積極的に貢
献すべきである。例えば、オタワ・グループはパンデミック時の不
可欠物資輸出制限に関する規律を提案しており、その実現を目指す
べきである。併せて、三極貿易大臣会合で議論が進んでいる国家資
本主義国との公正な競争条件の確保を図る産業補助金及び強制技術
移転に関するルール 14 について、WTO におけるルール化に向けた
努力を継続すべきである。

CPTPPの機能強化

上記の WTO の機能の回復・強化は、喫緊の課題でありながら短
期的には困難であることから、CPTPP は、実体規律においても執
行メカニズムにおいても、それ自体として強固な仕組みを備えるこ
とが重要であり、日本はこの点を締約各国に働きかけるべきであろ
う。CPTPP は、WTO に比べ、特に紛争解決手続と履行監視機能に
改善の余地がある。

紛争解決手続については、現在の紛争解決手続に関する規定（28
章）では、パネルが行う判断に拘束力が付与されておらず、また、
パネルの議長の選任が円滑に行うことができなくなる可能性がある
ため、報告書に拘束力を持たせ、パネル構成を自動化するなどの対
応が課題である。

履行監視機能については、CPTPP に沿った国内の法整備が十分
になされているか監視し、CPTPP 小委員会の機能を担保する必要
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があるが、そのための事務局機能は十分に備わっていない。WTO
が設置し、RCEP も設置を予定しているように、事務局を設置する
ことで監視機能を強化することが重要である15。

日本の国力の増強

戦略は国内から始まる。ジョン・F・ケネディ米国元大統領が予
定していた演説の原稿は、「どの国も国内における以上の強さを国
外で発揮することはできない（A nation can be no stronger abroad 
than she is at home）」16 と記し、権利の平等と社会正義の実践、国
民の十分な教育、経済の成長と繁栄を米国の対外的役割の基礎とし
て挙げている。これは、国際的役割の大きさは異なっても、全ての
国に当てはまることであろう。

日本は様々な課題に直面しているが、過去30年間経済が停滞し、
2016 年からは人口が減少に転じた中、経済的な活力をいかに維持
していくかが、中期的に最大の課題である。経済規模、技術力、イ
ノベーションを起こす力、文化など日本の総合的な魅力が、国際的
な交渉力、説得力の基礎となる。

なお、日本が自由貿易の維持を主導するためには、国民の理解が
欠かせない。これまで、日本国民は、保護主義に一定の耐性を有し
てきた。経済産業研究所（RIETI）が2013年に行った世論調査（サ
ンプル1万人）では、20～24歳の年齢階層を除くあらゆる年齢階層
で、輸入自由化に賛成する比率が、反対する比率より高いことが示
された17。しかし、経済構造が変化した場合に自由貿易への支持が
減少する可能性があることに留意し、国民の理解を得る努力を続け
ることが肝要である。

日本の新たな成長戦略が求められる中、岸田首相は、2022年5月、
訪問先のロンドンで講演し、新たな資本主義の下では、社会課題を
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成長のエンジンへと転換するため、「人への投資」、「科学技術・イ
ノベーションへの投資」、「スタートアップ投資」、そして、「グリー
ン、デジタルへの投資」の4本柱に取り組むことで、分配の目詰ま
りの解消、付加価値を生む分野への過少投資の克服、新分野への労
働移動の後押し、多様性の取り込み、健全な新陳代謝の実現を進め
るとして、成長戦略の骨格を披露した。

これらは、いずれも日本にとって重要なテーマであり、これまで
も関連する様々な取り組みが試みられてきた。その中で十分な成果
が上がっていないものについては、その根本的な原因を解明し、そ
れを踏まえて取り組む必要がある。日本政府は、時代の変化に対応
して新たな課題に取り組んできたが、変化が加速し不確実性が高ま
る中、戦略の構想とともに、その立案から実現に至るガバナンスを
再構築する必要がある。

冷戦終焉後、国際秩序は空気のようなものであった。各国とも、
秩序が安定して機能することが当然であるかのように、その恩恵を
受けながら、その軋みに対し鈍感であった。ロシアのウクライナ侵
略は、国際秩序の根幹を揺るがし、世界を目覚めさせた。岸田首相
が述べたとおり、国際社会は今「歴史の岐路」にある。我々の選択
は明確である。国際秩序の安定を守り、より良く機能させるために
変革していく。通商戦略においては、法の支配を尊重する輪が広が
るような重層構造の秩序を構築するとともに、経済的威圧を抑止す
る仕組みを用意することである。ここで戦略として挙げたものは、
いずれも容易な仕事ではない。アジア諸国は、中国との関係が悪化
するリスクを取ることを躊躇している。どこまで各国に「法の支 
配」陣営にコミットするメリットを実感させられるかが今後の課題
である。
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